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概　要概　要

改良の原理改良の原理

　近年、地震や豪雨による自然災害の激甚化、
頻発化が問題となっています。特に地震時の液
状化は道路、鉄道、港湾施設などのライフライ
ンをはじめ、住宅や公共施設など国民生活に大
きな影響を与えることが懸念されており、確実
で効率的な対策が求められています。
　私たちは1990年、当時すでに海外で多くの
実績を有するディープ・バイブロ工法をドイツ
のバウアー社から導入し、独自の研究・開発に
より我が国の実情に合わせた工法として確立し
ました。以降、液状化対策を中心に国内での多
数の実績を積み重ねてきました。
　ディープ・バイブロ工法（DV工法）は、ロッ
ド先端にとりつけた高出力バイブレータ（バイ
ブロフロット）の水平振動により、周辺地盤を
締固め、地盤の密度を高めることで、地盤の液
状化を防止します。本工法は、低振動・低騒音で、
地盤変状が小さい、低公害型の地盤改良工法で
す。しかも、施工機械はコンパクトで、特に都
市部や既設構造物近傍での施工に適しています。

振動エネルギーにより間隙比を減少させ、地盤強度の増加を図ります（密度増大）。

バイブロフロット (TR17) の仕様
起　振　力	 max250kN
起振点振幅	 14mm
振　動　数	 max3600rpm
フロット外径	 φ 325mm
フィン外径	 φ 625mm

・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・
　・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・

1. 	改良前 2. 	貫入・締固め 3. 	補給材投入 4. 	締固め
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原　理 方　法 工　法
サンドコンパクションパイル工法
振動棒工法
バイブロフローテーション工法
重錘落下締固め工法
バイブロタンパー工法
転圧工法
爆破工法
郡杭工法

ディープ・バイブロ工法

密 度 増 大 密 度 増 大 工 法

深層混合処理工法
注入固化工法
生石灰パイル工法
事前混合処理工法

固 結 固 結 工 法

置換工法密 度 の 改 良 置 換 工 法

ディープウェル工法
排水溝工法飽 和 度 の 低 下 地下水位低下工法

液
状
化
防
止
（
土
の
性
質
改
良
）

液状化現象液状化現象

工法の位置づけ工法の位置づけ

適用例適用例

砂粒子がかみ合い
飽和した状態

間隙水圧がある程度以上
大きくなり砂粒子のかみ
合いがはずれた泥水状態

再堆積、圧縮、
沈下した状態
［噴砂、噴水］

地震前 液状化時（地震時） 地震後

液状化による噴砂

締固め効果により、主に砂質土地盤の液状化防止、支持力増加、沈下低減を目的とする。

●タンク基礎 ●地下埋設物周辺部

●構造物基礎 ●締切り

●護岸

●盛土基礎
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特　徴特　徴
　本工法は、密度の増大を原理とする振動締固め工法の一つで、主に砂質地盤を対象としたものです。
　施工は、バイブロフロットをクローラクレーンで吊下げ、行います。
　改良目的としては、緩い砂地盤の地震時の液状化抵抗の増加、沈下量の低減、支持力の増加などが
挙げられます。

●システム図

湾岸地域の埋立地盤の液状化対策事例

　高出力バイブロフロットを使用し、締固め効果
が大きく、GL-20m程度の地盤まで改良可能です。
（国内実績21ｍ、海外実績33m)

　バイブロフロットは、高周波（1,500〜3,000rpm)
で、さらにアイソレータと呼ばれる緩衝器を介し
てロッドに装着されているため、振動源はバイブ
ロフロットに限られます。
　そのため、振動に伴う工事音の発生や周辺への
振動伝達が抑制されることから、従来の振動締固
め工法に比べ振動、騒音が低減できます。

　施工時に貫入・材料補給の水ジェットを使用
せずエアジェットを使用するため、排水による
周辺環境への悪影響はありません。

抜群の締固め効果1

低振動・低騒音2

ドライ方式でクリーンな施工3
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既設構造物周辺の施工に最適4

公的評価5

機械、資機材は現地調達が可能6

●油圧パワーパック

●施工管理計

移動中のタンク施設周辺での液状化対策事例

　地盤変状が小さく、施工機もコンパクトで既
設構造物周辺の施工に適します。

　本工法は、その低公害性および施工性により、
平成4年9月に旧運輸省より液状化対策工法とし
て、技術評価証（第92203号）の交付を受けて
います。
　また、平成10年12月には新技術情報システム
NETIS（KT-980238)へ登録されました。

　専用機材（バイブロフロット、パワーパック、
施工管理計）以外の資機材は、現地で調達する
ことが可能です（クローラクレーン、コンプレッ
サー等）。
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施　工施　工

① ②

２．貫入

⑤

４．締固め 5．完了１．杭芯
セット

④

礫・砂

３．補給材
投入

③

礫・砂

締固め

●施工手順

貫入工程 締固め工程

仕上げ長

地表面（改良基面）

ＤＶロッド

改
良
深
度

油圧軌跡

時 間

補給材投入

貫
入
長

改
良
長

粗
改
良
長

●オシログラフ説明図

●過去に使用された補給材の種類

砂質土
購入砂 SCP工法に用いる砂と同等

現地発生土 細粒分含有率が概ね20％以下

砕　石
単砂度 4号（30-20）〜7号（5-25）

クラッシャラン C-40、RC-40

特殊材
シラス 細粒分含有率が概ね10％以下

スラグ −

　施工は、貫入工程と締固め工程に
大別されます。貫入工程では、バイ
ブロフロットの振動エネルギーとエ
アジェットの噴射圧でバイブロフ
ロットを規定深度まで貫入します。
　締固め工程では、バイブロフロッ
トを仕上げ長（標準1.0ｍ）に応じ、
深度ごとに地表面まで引抜き、再度
打ち戻しを繰返します。また、バイ
ブロフロットを地表面まで引き上げ
た際、地盤に生じた陥没穴へ地表面
から所定量の補給材を投入すること
で所定の強度を有する地盤に改良す
るものです。

　出来形確認は、バイブロフロット
の貫入、引抜き軌跡と油圧の変化で
あり、その管理は、専用の施工管理
計を用いてリアルタイムに記録され
るオシログラフにより行います。

　補給材の品質は、サンドコンパク
ションパイル工法や砕石コンパク
ションパイル工法で規定された粒度
範囲を目安としますが、表に示すよ
うな使用事例があり、細粒分含有率
が概ね20％以下の在来地盤と同程
度以上の粗粒土を使用します。

施工方法1

出来形管理2

補給材料の種類3



千葉（ソイルセメント連続壁） 水平
千葉（ソイルセメント連続壁） 垂直
福山（防油堤、配管スリーハ基礎） 水平
福山（防油堤、配管スリーハ基礎） 垂直
川越(護岸、テーブルヒット） 水平
川越(護岸、テーブルヒット） 垂直
金沢（防油堤、既設タンク）水平
金沢（防油堤、既設タンク）垂直

変
位

(c
m

)

改良域からの距離（m)
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●振動レベルの比較

●地盤変位の測定（地表面変位）

●近接構造物の変位

●騒音レベルの比較

●地盤変位の測定（地中変位）

施工実績データ施工実績データ
導入以来、多くの施工実績を積み重ね、豊富なデータを保有しています。

改良
効果

地盤
変状

近接構造
物

の変位

振動・騒音
レベル

　　　　改良後、標準貫入試験
　　等を実施し、その改良効果
を確認しています。
サンドコンパクションパイル工
法（SCP工法）との比較も実
施しており、同等以上の改良効
果が期待できることが実証され
ています。

改良
効果

地盤
変状

近接構造
物

の変位

振動・騒音
レベル　　　　振動源は先端のみで、
　　しかも高周波振動であるこ
と、そのため工事音はコンプ
レッサー音が主であることか
ら、従来の振動締固め工法に
比べ、振動・騒音レベルとも
10dB以上低減しています。

改良
効果

地盤
変状

近接構造
物

の変位

振動・騒音
レベル

　　　　地表面変位、地中変位
　　ともＳＣＰ工法の1/2 〜
1/3程度に抑制することができ
ます。また、地表面変位の影響
方向は、ＳＣＰ工法が改良区域
から側方へ押し出す方向である
のに対し、ディープ・バイブロ
工法は改良区域へ引き込む方向
に発生する傾向があります。

改良
効果

地盤
変状

近接構造
物

の変位

振動・騒音
レベル

　　　　近接構造物の変位を測
　　定したところ、水平・鉛直
変位とも5mm未満となってい
ます。

細粒分含有率　Fc(%)

細粒分含有率と改良前後のN値

改良域からの離間距離(m)

最
大
変
位
量
(c
m
)

改良域からの離間距離(m)

最
大
変
位
量
(c
m
)

打設点からの距離(m)打設点からの距離(m)

振
動
レ
ベ
ル
(d
B
)

騒
音
レ
ベ
ル
(d
B
)

改良域からの距離(m)

変
位
(c
m
)

●標準貫入試験結果 ●細粒分含有率と改良効果

N
値
（
N
0,
	N
1）
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